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第１章第１章第１章第１章     環境問題と社会環境問題と社会環境問題と社会環境問題と社会     
  
 最初に企業と環境問題の関係について簡単
に述べておく。近年地球環境の問題が大きく
取り上げられるようになってきている。以前
は地域における環境問題であったがそれが拡
大し地球の環境問題となっている。その具体
的な例としては地球の温暖化やオゾン層破壊、
あるいはダイオキシンなど多々あげられる。
また人口の増加によって生じる食料問題など
が挙げられる。さらに発展途上国が今後経済
的に発展していくことによってさらなる環境
破壊が引き起こされる可能性があり、地球環
境にかかる負担の大きさが懸念されている。     
こうした地球規模での環境破壊に対して早急
な地球規模での対応が求められている。古く
は 1972 年のストックホルム会議で環境問題
が言われた。80 年代には国連の「環境と開発
に関する世界委員会」によって報告書で持続
可能な発展論の提起がなされた。そして 90
年代に入ってリオデジャネイロの地球サミッ
トの開催やそれに伴う多くの会議が展開され
ている。  
 しかしながら地球の環境問題が改善され、
円満な解決に向かう事は今現在なかなか望め
る状況にはない。それどころか事態はあまり
好ましい方向に進んでいない。なぜか。その
一つには環境問題への取り組みが政治的な色
を持ち、各国家の利益の駆け引きに用いられ
ており、なかなか自国の利益をある程度犠牲
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して各国家が一致して取り組んでいく流れが
作り出せないことがある。途上国にとっては
今日の環境問題は欧米の先進諸国が引き起こ
した問題であり、その解決に対して先進諸国
と同様に負担を強いられるのは納得がいかな
い面もある。また今後発展していき先進国の
仲間入りをしようと考えた際には排ガス規制
やその他の規制は邪魔であり、とりあえず発
展していくために環境をある程度犠牲にする
余地は残しておきたいと考えている。  
 その一方で先進国側にしてみればアジアや
アフリカなどの国々がこれから発展に対して
の不安もある。今の先進国と同様の経済的広
がりを持ち、地球にかかる負担がさらに拡大
するようになると地球自体の破綻を導く可能
性があり、それを考えると途上国の経済的発
展に対して何らかの対策を打つ必要があると
いう意見になる。また先進国の中でも最近の
アメリカが京都会議の決定から外れ、自国の
経済を優先させるという決定をしており、今
後の動向が注目される。国の経済の調子が良
いときには積極的に取り組むが、不景気にな
ると政策転換を図る事は多いに考えられる事
である。このように現状としては政府主導の
環境対策はなかなか足並みが揃わず、厳しい
状況にあるといえる。  
 では政府主導の環境対策以外の選択肢とし
て何があるのか。その一つが企業である。企
業が自主的に環境対策を行うことによって先
ほど述べてきたような足踏み状態を打破する



 3 

ことができる可能性が高いと思う。環境が政
治的な道具として用いられることがなくなり、
より積極的な行動が迅速に出来るようになる。
最近では ISO1400 シリーズの普及など企業
サイドからの環境への取り組みが見られるよ
うになっている。しかしこれはすべての企業
が行っているものではなく、 1 部の先進的な
企業に限られている。また企業による環境対
策ですべての問題が解決するわけではない。
企業の行動はこれからにおいて環境を考慮し
た行動をとっていくというものであり、今起
きている環境問題に対しての修復を行うもの
ではない。また非常に大規模な問題に関して
は取り組みにくく、多くの企業を巻き込んで
協力体制を築いていくのは困難である。この
ような場合には政府の力が不可欠である。と
はいえやはり環境問題における企業の役割は
非常に大きなものであり、無視することはで
きない。  
 また、個々の企業に対して環境への配慮を
求める市民レベルの行動も生じていて、企業
にとって無視できない状態になっている。企
業にとって大きく影響を及ぼした興味深い例
を 1 つ挙げておく。1995 年石油会社であるロ
イヤル・ダッチ・シェルが大型の海上プラッ
トホームを処分する際に海洋投棄によって処
分する予定であった。それは海洋環境保護の
ための国際条約に則って行われるものであっ
た。まずシェルはイギリス政府に申請し、イ
ギリス政府は国際条約のガイドラインに沿っ
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て加盟国に対して計画の通知を行った。この
計画に対しての加盟国からの意見がなかった
ためにイギリス政府は許可をだし、海洋投棄
による処分が決定した。この時点でシェルの
行動は何の問題もなく、処分方法も法律上は
何の問題もなかった。  
しかしこの計画に対してグリーンピースが反
対を唱え出し、処分の中止を求めるパフォー
マンスをするようになった。最初にプラット
ホームに乗り込んだ時は強制退去させられて
終わったが、二度目に乗り込んだ際にシェル
側は放水によって彼らを排除しようとした。
その時の写真が報道されると社会の関心が一
気に高まり、ついには北欧を中心としてシェ
ルの非買運動へと発展していった。シェルは
イギリス政府の支持を受け、海洋投棄を決行
していくが、ぎりぎりのところで断念し、陸
上での処分に切り替えた。この事件の中でシ
ェルが被った被害としては、陸上処分にした
ことであがったコストと、売上の低下による
金銭的な損失がある。そしてそれまでの優良
な企業というイメージを大きく傷つけること
となった。  
 以上の例からわかる事として、行政上問題
ない企業行動であっても市民の判断によって
ふさわしくないとされると、それは企業にと
って非常に大きな問題に発展する可能性を含
んだ爆弾になりかねないということである。
したがって単に法律を守るというだけでなく、
より積極的な姿勢で取り組む事が求められて



 5 

いるということである。  
 では企業が環境問題に取り組むと言う事が
理論としてどのように確立されるべきである
のか。単に法律を守れば良いという次元では
なく、一企業市民としてどのような裏付けの
基に環境への取り組む理由が確立されるので
あろうか。この理由を考える事こそが本論文
の目的である。企業による環境問題への取り
組みは果して義務なのか。それとも企業にな
んらかのメリットをもたらすものであるのか。
ここでいうメリットとは将来的な社会のレベ
ルの維持から、個々の企業とっての直接的な
利益まで含めて考えたい。その一歩目として
第２章では経済学の面から環境を捉えていく。
これまで環境がどのようなとらえ方をされ、
どのような問題を引き起こしてきたか、そし
て今後どのような方向に進んでいくのかを調
べていく。  
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第２章第２章第２章第２章     環境と経済学環境と経済学環境と経済学環境と経済学     
 
第 1 節  経済学から捉える必要性  
 この章では経済学の面から環境と企業とを
捉えていく。一見するとあまり関係なさそう
に思えるが、ねらいとしては企業が大きく関
わる経済と環境との関係を明かにすることで、
一番大きなマクロ的な視点を持つためである。
まず最初にモデル化された経済学から環境を
捉え、その後で実際の社会での動向と合わせ
ていくによってより企業を取り巻く状況をマ
クロ、ミクロ両方の視点から捉えることが出
来ると思うからである。経済という大きな枠
組みからまず環境と企業とを捉えるための手
段として経済学から環境を捉える事が有効で
あると思うので、本章は経済学の立場から環
境について考えていく。  
 
 
第 2 節  経済学における環境  
（１）環境の定義  
 環境の定義とは「人間を取り巻き、それと
相互作用を及ぼし合うところの外界」iである。 
 そもそも環境という言葉はある主体にとっ
ての様々な外的条件を指す言葉である。した
がって人類にとっての環境を考える時には人
間社会の存在が前提となっている。そしてこ
の場合の環境とは人類の生存・生活の条件を
形成しているものであり、非常に幅広い対象
を含んでいる。それは時代の変化に伴って変
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化するものであり、人工的要素や文化的要素
を含む多元的なものに歴史的に形成されるも
のである。実際に環境の定義を考える時には
人間社会と環境の関わり方を考えていく必要
がある。具体的には以下の 4 つの機能が挙げ
られる i i。  
１）  自然資源基盤  
木材や石炭・石油といった資源の供給源  
２）  廃物の同化や吸収  
人間社会で生じた廃物の処理  
３）  アメニティの供給  
“ the r ight  thing in the r ight  place” 人間
の居住環境として人間の存在や活動との相互
作用の中で自然や歴史的文化財が保存されて
いるときにアメニティとなる。それゆえ地域
に固有であり、その地域の文化性を反映する。  
４）  生命のサポートシステム  
空気や水などの供給や栄養の供給など  
以上が環境の持つ基本的な機能である。環境
破壊といった場合、自然破壊（自然資源基盤
の破壊）、環境汚染（廃物が環境のキャパシテ
ィーを超えて排出される）、アメニティ破壊が
考えられる。そしてそうした環境破壊が深刻
化すると生命サポートシステムそのものが機
能しなくなり、人類の存在そのものに影響し
ていくこととなる。  
以上のような環境の機能を踏まえたうえで環
境の持つ経済的性質を考えていく。というの
は環境破壊を避けた経済発展の方法を考える
ためには環境と経済との関わり方を把握して



 8 

おく必要があるからである。  
１）  インフラストラクチャ－  
「個々の経済主体に分属されることなく、一
つの国ないし社会にとって共通の資産として
社会的に管理される」つまり環境は社会的共
通資本としての自然資本ということであり、
環境インフラストラクチャ－から生み出され
る資源供給、廃物処理、アメニティそして生
命サポートのサービスを享受していることに
なる。こうしたサービスは基本的にフリーラ
イドできるものである。そのため過剰利用を
引き起こすことが多くの場合によってありう
る。それが環境破壊へとつながっていくのだ
が細かい内容に関してはあとで述べる。  
２）  地域固有財  
自然や歴史的文化財それ自   体がアメニテ
ィとして存在するのではなく、人間との相互
関係の中でアメニティとなる。したがってア
メニティとして環境を捉えた場合環境はその
地域の影響を強く受けたり、その地域固有の
ものとなる。              
３）  不可逆性  
長い時間をかけて形成されてきたものであり、
一度破壊されると復元が非常に困難である i i i。   
 
（２）市場で生じる環境問題  
１）認識の欠如  
 以上の経済学における環境を踏まえて経済
学上で生じる環境問題について考えていく。  
経済学における環境の性質として一番重要に
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なってくるのがその公共性である。そもそも
古典的な経済学において自然は無限のもので
あり、したがってその利用に関してはコスト
のかからない存在としてとらえられていた。
実際に大気や水といった所有者のはっきりす
ることのできない対象に対しては基本的に自
由に使用でき、またその使用に関して費用が
かからないためコストとして換算する必要が
ない。こうしたとらえ方が普及した理由とし
て当時の経済の規模そのものが非常に小さく、
一つの国家の経済が環境に及ぼす影響は地球
規模で見た場合非常に小さなものであった。
したがって環境に負荷をかけていても近未来
的に大きな問題となる可能性は低く、経済発
展と環境を切り離して考えても支障はなかっ
た。  環境に過剰に負荷をかけてもそれは経
済的な損失ではないという考えである。  
経済学とは効率的な生産を目的にするため、
コストとして計算されない自然資源の利用は
であり、あえて着目する必要性が全く無かっ
たのである。それゆえに自然資源の過剰利用
に ,結びつき環境破壊を引き起こすこととな
るのである。  
 
２）市場の失敗  
 経済学の基本的な考え方に環境に対する負
荷がコストとして計上されないということに
ついて先に述べた。次にこの環境への認識の
欠如がもたらす効果を考える。経済学におい
て環境破壊とは市場を経由される事なしに、
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また適切な補償なしに被害の受けてから見て
外部不経済と呼べる。こうした外部不経済を
もたらす財は市場においては過剰供給になる
ことが傾向として見られる。  
 市場を単純にモデル化して考えてみる。例
えばある製品を作るのに特定の環境汚染を引
き起こすとする。この環境緯線に対し何の補
償もなされないとき、製品の生産活動が行わ
れなければ環境汚染は起きないので不利益が
発生し、機会費用となる。しかしながらこの
環境汚染に対する機会費用が経営者の計算す
る限界費用に含まれないので、外部不経済が
発生し、製品の生産量は過剰になってしまう。 
 次頁の図表 2－ 1 において横軸は外部不経
済をともなう製品の生産量 Q、縦軸は製品の
価格 P を示している。紙生産に伴う私的限界
費用を PMC で表わす。市場の原理によって
需要曲線 D との交点である Ep における生産
量 Qp が達成される。外部不経済が存在する  
場合製品の生産に伴って社会が負担する費用
は私的費用だけではない。したがって社会的
限界費用は私的限界費用を上回ることになる。 
したがって本来は社会的限界費用曲線 SMC
と需要曲線の交点である Es における生産量
Qs が経済的に一番効率が良いということに
なる。実際には Qp の生産が行われているの
で、厚生損失△ CEsEp が生じることになる。 
以上が環境破壊が必要以上に引き起こされる
メカニズムである。環境破壊を防ぐためには
製品の生産において環境にかかる負荷を私的
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図表 2－ 1 
 
 製品の価格（ P）      SMC         
          C            
        Es      PMC       
 Ps                       
                       
 Pp                      
           Ep           
                       
                       
                        
                        
       Qs Qp   製 品の生産量
（Q）     
  出所  植田［１６］  
費用を組み込むことが必要となってくる。し
かしながら企業にとって私的費用に組み込む
ことはコストの増加につながり、結果として
製品の値段に反映される。すべての企業が足
並みをそろえて私的費用に組み込むのであれ
ば可能であるが、一部の企業のみが行った場
合市場での競争力を自ら落とす事になりかね
ない。従ってこの外部経済の問題は市場の原
理に任せたままだといつまでたっても解決せ
ず、状況は悪化する一方になってしまうので
ある。まさに戦後の高度経済成長期などはこ
のような状況にあったのではないか。少しで
も経済的に効率よく成長するために環境など
の外部不経済を組み込まないで生産活動を行
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っていた。一見すると短期的に理にかなった
行動ではあるが、長期的には大きな問題を含
んだ行動である。  
  
（３）社会的費用の概念  
 市場の失敗について述べてきたが、経済学
において環境のような公共財の過剰利用によ
って引き起こされる問題が無視されてきたわ
けではない。その一つの例としてカップの唱
える社会的費用 i vという概念を挙げる事が出
来る。その以前にピグーによって環境破壊は
経済活動による例外的な摩擦現象として捉え
たが、カップはさらに踏むこんでいかに費用
として考えていくかと言う事に注目している。 
社会的費用とは「私的経済活動の結果、一般
大衆がこうむる直接間接のあらゆる損失の事
であり、企業の支出として参入されず社会全
体に転化され負担される費用」である v。つま
り私的企業の行動によって環境破壊が引き起
こされ、その負担はその企業のみでなく、社
会全体のものとなっているのである。この状
態が続くと結果として経済発展に伴って損出
が増え、個別の企業の経営に対する悪影響だ
けでなく、経済の将来的な発展そのものを不
可能になっていく。ここに一つ企業が環境に
対する負荷をコストとして計上し、環境も含
めたうえで一番効率的な経営を行う必要性が
生じる事になるのではないか。  
 カップの提唱する社会的費用論は完全なも
のではなく、すぐさま企業の経営に当てはめ
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る事はできない。問題点としてはまず環境破
壊に対する費用を経営に組み込もうとしても
自然を金銭におきかえる事が出来ないので最
善の手段がとられるとは限らない事。そして
企業に自主的に取り組ませるための動機付け
としては弱く、政府の強制力が必要となって
くる。ここで重要なのは環境問題において企
業がコストに計上することは不可欠なものと
なっていて、さらに政府の介入することによ
って状況が改善されるということである。  
  
（４）政府の失敗  
 では政府が環境と企業との問題に介入する
事によってすべてが解決されるのであろうか。
そうであれば経済学と環境とのかかわりは終
結し、あとはそのモデルをいかに実際に当て
はめていくかという事を考えれば良い。しか
し残念ながら政府が介入してもすべてがうま
く機能するとは限らないのである。市場の失
敗とともに政府の失敗が存在している。ここ
で考える政府の失敗とは環境政策における政
府の失敗であり、一般的に経済学で考えられ
ている政府の失敗より狭義の意味で用いてい
る。  
 政府は私企業とはことなり公平性を求めら
れるが故に環境政策をとる際に多くの問題を
抱える事となる。まず一つに環境に負荷をか
ける行為に対して経済的な負担を強いる場合、
環境の持つ性質上すべてを効率よく経済的価
値に換算する事が出来ないことが挙げられる。 
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これは企業の経営に対して社会的費用を計上
するように指導する場合でもネックになる問
題である。企業としてはすべての企業におい
て平等に導入されなければ競争力の低下につ
ながるのでなかなか導入できない。一方政府
としてはすべてにおいて平等にかつ効率的に
経済的価値におきかえる事が出来ないので、
ここに政府の政策の持つ正当性が欠ける事と
なってしまう。  
 次にこれまでの環境政策は事後的であった
ことが問題となっている。環境問題に対して
予見政策をとる事はなかなか困難である。環
境問題が引き起こされるシステムが科学的に
充分に解明されていない状態では、環境破壊
を防ぐために必要な手段や規制を決定する事
は難しい。したがって必然的に環境政策は生
じた問題をいかに解決するか、あるいは今後
いかに防ぐかという事後的にならざるをえな
い。これは予見的な政策に比べて非効率であ
る。環境の修復には莫大な費用を要すること
が多々あり、決して効率的な政策とは言えな
い。また環境の持つ不可逆性という性質を考
えると、事後的政策では以前のように修復す
る事が出来ないことがあり、この場合費用の
問題だけではすまなくなる。  
 以上のように政府の環境政策のもつ失敗点
を挙げることができる。このことから言える
事としては政府の介入によってもなかなか環
境と企業との関係をうまく作り出すことが出
来ないということではないか。企業に対して
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環境への負荷を経営組み込むように誘う事は
なかなか出来ない。とは言え、政府の存在な
しでは問題の解決がさらに困難なものになっ
てしまうのも事実である v i。  
 現時点で経済学の立場から言える事をまと
めると、環境に対して企業の取り組みが行わ
れない場合には経済発展そのものに影響し、
将来的に深刻な事態を招く危険が強いという
こと。したがって企業の環境へ負荷をコスト
に含めた環境を含めての一番効率的な経営に
シフトしていく必要があること。そしてそれ
は企業単独で行われるのではなく、政府によ
る環境政策が用いられることが条件として存
在している。すべての企業において平等に行
われるようになるためには自主的な行動だけ
では不可能である。しかしながらその政府に
よる環境政策にも幾つかの問題点が存在し、
必ずしも政府が最も有効に機能する状況には
ないという事が言えるのではないか。したが
って今後のテーマは経済学においていかに効
率的な環境政策を理論として確立するかとい
うことになっていく。  
 
第３節 環境経済学の取り組み  
 経済学においていかに環境が扱われ、環境
問題がどのように認識されてきたかを見てき
た。企業にとって環境を経営に組み込む事は
将来的な経済発展に向けて必要な事であり、
もしそれが行われない場合には企業の存在を
支える経済そのものがだめになることがわか
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った。また政府の取り組みだけでは解決しな
いことも事実であり、企業の取り組みは不可
欠なのである。それゆえに企業が環境問題に
取り組む必要があるということが言えるが、
それは倫理的な発想の域を出ていない。  
 では最近の環境経済学においては何がいえ
るのか。環境経済学においては環境を経済学
に効率よく組み込む事を重要視している。い
かにして環境を経済的価値に置き換えるかと
い事が命題である。さまざまな手法が考えら
れ、環境が経済的指標に用いられている。そ
の具体的な方法や計算についてはここでは取
上げずに、こうした流れが企業にどう影響し
ているのかを捉えていく。というのはこうし
た環境を経済的価値に置き換えることによっ
て企業は経営に組み込む事が計算上容易にな
るが、それは直接企業が環境問題に取り組む
ようになるきっかけにはならないからである。 
ただ単に経済的価値に置き換えても意味をな
さない。それを有効に活用して初めて意味を
なすのである。したがってここではその内容
を割愛する。  
 環境経済学において大きく扱われているの
は環境政策である。これは従来の政府の政策
が法規制中心であったのに対して、その政府
の失敗を改善すべく、市場の原理を利用して
環境政策を推し進めようとするものである。
環境税はその典型的な例として考えられてい
る。新たなる取り組みとして考えられている
環境政策の重要な点は企業が環境に取り組む
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ようになる状況を市場を利用して作り挙げる
事である。経済学としては企業のみを対象と
しているのではないが、対象として企業は当
然含まれている。市場を介することで、企業
にとっては直接影響がでるので、これは倫理
的な次元とは異なる。つまり環境経済学にお
いてはそれまでの経済学の失敗を踏まえ、よ
り全体を見渡した視点で環境を捉えようとし
ていると言えるのではないか。  
 しかし環境経済学をもって企業を環境問題
へと完全に誘う事はできない。というのは経
済学である以上、市場をモデル化して捉らえ
ていることには変わりがないからである。市
場はもっと複雑な要素が絡んで形成されてい
るのであって、環境だけに特化して市場を考
える事は有効ではあっても、そのまま実際に
当てはめる事はできない。したがって企業と
環境問題との関係を考える際にはあくまでも
モデル化したものであるということ認識して
おく必要がある。そして近代社会はかなりの
スピードで変化を遂げている。したがって状
況に応じた対応が求められるのであって、そ
れはモデル化した市場だけからではわからな
いことである。そこでこれからは、実際の社
会においてどのような変化が見られ、それが
企業と環境との関係にどう影響していくのか
を見ていく。  
                            
i  植田［１６］  ５ページ  
i i  同上［１６］  6～７ページ  
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i i i  植田［１７］  ３７～３９ページ  
i v  Kapp［７］  ８６ページ  
v  同上［７］  ９０ページ  
v i  Cal lan& Thomas［１４］  p９５  



 19 

第３章第３章第３章第３章     環境問題に関する国際的動向環境問題に関する国際的動向環境問題に関する国際的動向環境問題に関する国際的動向     
 
第 1 節  環境への意識の発生と高まり  
（１）国際的動向を捉える意義  
 本章では近年環境問題における企業の位置
付けがどう変化してきたのかを見ていく。  
その理由として第２章のまとめでも述べたよ
うに経済学で扱う市場とはあくまでもモデル
であり、なかなか実際の市場と直結して考え
る事が難しいからである。そこで実際の市場
において環境と企業というそれぞれの存在が
どのような関係を築いているのかということ
について考える必要があると感じたからであ
る。その始めとして国連の地球サミットを中
心に環境問題において企業をどのような位置
付けで考えていけば良いかを見ていく。これ
は市場に影響している社会を捉えていくこと
によって市場における企業のあり方や方向性
をよりはっきりさせるためである。  
 
（２）持続可能な発展  
１）意識の高まり  
 「持続可能な発展」という概念についてみ
ていく。この概念は環境問題への意識の高ま
りの出発点にあると考える。  
 1980 年に IUCN（国際自然保護連合）、
UNEP(国連環境計画 )、WWF（世界自然保護
基金）の３者によって「世界環境戦略」が発
表された。この中で、単なる環境保全ではな
く、開発の側面を持った環境対策の必要性が
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言われている。これは環境破壊が進行してい
る地域の多くにあたる発展途上国の事を考慮
したものである。発展途上国は環境問題のみ
ならず、貧困、経済未発展といった問題も同
時に抱えている。こうした問題を無視して環
境問題だけを解決する事は非常に困難である。
従って経済的な問題と環境問題とを同時に解
決していけるよな方法を探っていくというの
が「持続可能な発展」の概念である。  
 91 年の新世界環境戦略「 Caring for  the  
Earth」ではこの考え方が強調され、「持続可
能な発展とは、人々の生活の質的改善を、そ
の生活基盤となっている各生体系の吸収能力
の限度内で生活しつつ達成することである」
と定義付けている i。  
 そしてこの「持続可能な発展」を考える上
で重要なのが国連によって作られた WCED
（環境と開発 に関する世界 委員会）によ る
“Our Common Future“（ 1987）という報告
書である。この報告書によって持続可能な発
展の概念が広く知れ渡ることになった。この
中では「将来世代の必要性を満たす能力を害
することなく現代世代がその必要性を満たせ
るような開発」と定義付けられている。  
 
２）報告書の中で求めている事  
政治体系・経済体系・社会体系・生産体系・
技術体系・国際的な体系・行政体系について
それぞれ必要な体系を打出している・特に企
業に直接的に関わる章としては第 8 章の「工
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業」が挙げられる。その章のサブタイトルと
して「小をもって多を生産する」 i iとある事
からわかるように工業全体での効率的な生産
体系の構築が求められるとしている。さらに
新しい技術は環境問題の解決策となりうると
した上で、新しい技術の危険性を考慮する必
要性を述べている。技術体系として、リスク・
アセスメントとリスク・マネジメントの二つ
を組みこく事の必要性が言われている。  
 
３）報告書の意義  
この報告書は持続可能な発展の概念を主張し
たものであり、あくまでも理論として打ち出
されている。具体的な解決策にかんしては述
べられておらず、模索の過程にあるといえる。
具体的にどのような方法で「持続可能な発展」
を行っていくかは以降の課題として残されて
いる。ただこの概念は非常に重要な認識であ
り、今後の環境対策における各国家の行動を
決めるものとなっている。  
 しかしながら地球サミットの際にアメリカ
の大統領が「アメリカの失業を増大させるよ
うなら条約には入らない。そのような会議に
は参加しない」と述べているように、経済発
展が大前提として存在している事を忘れては
いけない。経済発展を妨げないことを中心に
考えると、環境対策は二の次になってしまい、
企業にとって取り組むべき正当な理由にはな
らない。したがってこの時点で環境問題と企
業との関係を明らかにする事はできない。そ
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こでその後の国際社会の動きを見ていくこと
にする。より企業の位置付けがはっきりする
ためである。  
  
第 2 節  地球サミットをめぐって  
（１）地球サミットの開催  
 概念として打出された「持続可能な発展」
を実際に実施していくための世界的な話し合
いが環境と開発に関する国連会議（通称地球
サミット、これ以降は地球サミットと呼ぶ）
である。これは 1992 年にブラジルのリオデ
ジェネイロで開かれたもので、 182 カ国およ
び EC、その他多数の国際機関、NGO の代表
が集った国連史上最大級の会議である。また
それ以外にも 102 カ国の首脳レベルでの会議
が開かれるなど、非常に多くの話し合いの場
が作られた。そしてその成果としてよくあげ
られるものに環境と開発に関するリオデジャ
ネイロ宣言（以下リオ宣言）とアジェンダ２
１がある。以下でその二つについて見ていく。 
 
１）リオ宣言 i i i  
環境と開発の問題に関する諸原則を集約した
基本文章であり、各国に対しての法的な拘束
力は持たない。全体としては先進国と発展途
上国の両方の立場をバランスよく盛り込んだ
内容となっている。その背景として、この文
章が今後の国連において基本的なものとなる
ために、各国がそれぞれの意見を反映させる
ことを求めた事。そして事前の話し合いで作
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られた暫定的な宣言書を本番の会議において
議論することなく採択した事などが考えられ
る。議論せずに採決したのは途上国の開発を
認めるか否かに関して収集がつかなくなる危
険性があり、それを回避するためであった。  
内容としては前文と 27 の原則からなる。前
文のでは「地球規模の環境および開発のシス
テムの一体性を保持する国際的合意」を認識
している。原則では市民や女性等の役割を明
記している。また各国家が環境に関する法を
整備する必要性を述べている。また環境を破
壊する可能性を持つ行動や物質を国外に出す
ことを防ぐ必要を述べている。  
この文章そのものが企業に対して直接影響を
持つとは考え難い。というのはそもそもこの
文章が法的な拘束力をもっていないことと、
企業活動に対する（それを示唆するような）
意見が述べられていないことによる。最後に
「各国および国民は…協力しなければならな
い」とある。企業が関わるとしたらこの国民
に含まれるとしたときであるももの、このリ
オ宣言そのものだけでは企業に対しての影響
はない。あくまでもこうした考え方が広まり
つつあるということを認識しておく事がここ
では重要になってくる。  
  
２）アジェンダ２１  
 持続可能な発展を行うための具体的な行動
計画で、約６ 00 ページにわたるものである。
社会的経済的要素・開発のためのの資源と保
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全と管理・主要な社会構成員の役割の強化・
実施手段の四部構成となっている。その中で
各政府がアジェンダ 21 を実行するための行
動計画を作ることを求めており、日本では 93
年に「アジェンダ 21 行動計画」が閣僚閣議
で決議されている。日本の特徴としては地方
公共団体に対してローカルアジェンダを制定
することを求めている点がある。  
 その中で企業について関わる項目に注目す
ると、「産業界の役割の強化」 i vという章が目
に付く。企業という単語が明記されており、
企業の環境問題における重要性が言われてい
る。序文では企業が環境管理を最優先事項と
して、また持続可能な開発における最も重要
な要素として認識することを求めている。企
業行動がもつ影響力の大きさがこの表現から
読み取る事ができる。またその内容は今日の
環境問題に対して企業が取り組んでいる問題
をまさに網羅するものである。  
 さらにこの章の中で「クリーンな製品の奨
励」と「責任ある企業家精神の奨励」という
二つのプログラムに分かれている。  
 「クリーンな製品の奨励」について  行動
の基礎として製品のライフサイクルの全ての
段階で最適な効率を求める事がある。その行
動のなかで企業の取るべき行動として「持続
可能な開発」に必要な知識や能力を向上させ
る為に労働者と協力することや、環境につい
ての業績を工場させる為にあらゆるレベルで
の環境に対する認識と計画を向上させる為の
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計画を実施することを求めている。また政府
の役割としては経済的手段、法や規制など実
施を求めている。注目すべき点として、政府
の一連の行動のなかで、中小企業に対して配
慮する事を明記している点である。闇雲に規
制や法律を作るので無く、充分に企業への影
響を配慮する事が必要であり、またそれ中小
企業に対して無理をさせないものである事か
ら環境への取り組みと企業の存続の両立を目
指すものであることがわかる。  
 「責任ある企業家精神の奨励」について  行
動の基礎のなかで企業家精神が技術革新や市
場効率の向上の重要な推進力となる事を述べ
ている。その行動のなかで環境に配慮した企
業政策を確立する事の重要性が言われ、さら
に行政や企業間のパートナーシップを築く事
が求められている。  
 このように企業の重要性やその役割が明記
される事によって、環境問題の解決に際し企
業が行動をとれる、あるいはとらざるを得な
いような状況につながっていくと思われる。
これ以降企業が環境に配慮して行動する事が
世界的な共通認識となったのではないか。ま
た各国においてアジェンダの実施計画を作る
際には企業に対しても何らかの計画を作るこ
とになり、企業が環境に取り組む状況が作ら
れていく。  
 
（２）市民レベルでの環境問題  
 地球サミットの特徴として NGO が正式な
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形で参加したことがあげられる。この参加の
際の資格としては会議に「関係」があり、「能
力」があるというものだけであり、ほぼ完全
公開であった。多くの NGO が参加したこと
によって政府だけでなく、市民レベルでの環
境に対する取り組みが必要であることをはっ
きりと示す事となった。実際の会議に関して
は NGO がオブザーバーとして参加し、意見
を述べたり、あるいは情報を提供するなど、
積極的に関わっていった。参加する政府団の
中には正式に NGO のメンバーを入れている
国もあり、NGO の存在は非常に大きなもので
あった。リオ宣言やアジェンダ２１の中でも
市民の意識や行動の重要性をうたっており、
まさにそれを実際に行動に移した一つの形と
してみなす事ができるのではないか。  
 また国連による本会議とは別に NGO によ
る会議「グローバル・フォーラム」が開かれ、
3 万人を超える人々が参加したとされている。
こうした NGO 会議の結果として注目すべき
なのが「地球憲章」である。もともと「地球
憲章」とは国連の会議で採決されるものであ
ったが、発展途上国サイドによって環境と開
発の関係をはっきりさせる為には不充分な名
前であるという意見によって「環境と開発に
関するリオデジャネイロ宣言」という名称に
変わったものである。NGO の会議において、
各国家の政治的な影響を受けた国連によるも
のでは不充分であるという考えから、市民団
体による憲章の制定が行われた。その中では
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全ての人々の「基本的な環境権」の確認がな
され、その他では民主主義、内発的発展論な
どを背景とした原則が作られている。注目す
べき項目としては開発に関して、「貧困を一
掃する努力が環境の御用を強制するものであ
ってはならない」とあり、リオ宣言の開発を
する権利よりも強く環境とのバランスを意識
した行動をとる事を主張している。  
 この「地球憲章」の諸原則を実施するため
に具体的な分野において NGO 自身が行える
行動に関する NGO 条約を作って締結してい
った。これは国連による環境問題の解決策が
技術革新によって行われるという前提に立っ
ているのに対し、それでは根本的な解決には
ならないという理由からその代替案を探って
いくものである。  
 こうした市民レベルで環境問題に関わって
いく事が企業に対してどのように影響してく
るのか。まず一つは市民の環境に対する意識
が向上することによってそれが消費行動や企
業選択に反映される点が考えられる。自分た
ちの行動が環境に対して良くも悪くも影響し
ていくという意識をもって行動すれば、当然
企業に対してもその影響がでていく。非買運
動やあるいは逆の積極的な購入につながって
いくことは充分に考えられる。そしてもう一
つとして企業で働く人の意識が変化する事に
よって企業行動そのものが変わっていくとい
うことが考えられる。企業の経営陣が環境に
対する意識を強く持てばそれが企業行動に反
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映されるであろうし、従業員が強い意識を持
っていても、企業に対して何らかの影響を及
ぼすとは考えられないのか。  
 従って地球サミットに NGO が積極的に関
与していったこと、それによって市民レベル
で環境に対する認識が強まった事が企業の環
境に対する行動に少なからず影響を与えてい
る事を認識しておく必要がある。何度も言う
ように市民レベルでの意識の向上はグリーン
市場の拡大につながるものであり、その結果
として企業は新たなビジネスチャンスを得た
り、あるいは失ったりするといった直接の影
響を受ける事になるからである。  
  
 
第 3 節  企業行動指針  
（１）経団連による「地球憲章」 v  
 以上のように地球サミットを中心的にみて
きた。リオ宣言であれ、アジェンダ 21 であ
れ、企業に対して法的な拘束力を持つもので
はないので直接的に企業行動に影響を及ぼす
とは考え難い。しかし、政府や市民を通して
充分に影響し売るものである事は説明してき
た。また地球サミット以降の国際的な動向の
出発点として非常に重要であり、環境に関す
る国際基準の面からも企業に対して影響を及
ぼしていくものとして考えられる。  
 地球サミットに直接関係はしていないが、
その前年に経団連によって定められた「地球
環境憲章」を最後に見ておく。翌年に地球サ
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ミットを控え、経団連の中で環境問題におけ
る企業のあり方についての議論が活発になっ
たのをうけて発表されたものである。  
 前文の中では環境問題の解決に取り組む事
によって企業が社会から信頼を得、消費者と
社会と新たな関係を築く事につながる、と述
べている。これは企業にとって環境に取り組
む直接的なメリットが存在することを意味し
ている。従って企業が環境に取り組むことへ
の正当性が成り立つこととなる。さらに続く
基本理念において企業も「環境への取り組み
が自らの存在と活動に必須の要件である」と
謳っている。  
 この憲章によって企業行動がすぐに変化す
るわけではないが、経団連からこのような憲
章が発表されたことによって企業の認識が変
化している現れであり、非常に重要なことで
あると思う。企業と環境問題が離れたもので
はなく、身近な問題である事を認識し、また
環境に取り組む事は企業にとって新たなチャ
ンスと、またその存続をかけたものであると
いう考えがはっきり打出されたことは特に注
目すべき点である。  
 さらに経団連は 1996 年に「経団連環境ア
ピール－ 21 世紀野環境保全に向けた経済界
の自主行動宣言－」を発表した。これはまさ
に行政によって環境に関する企業の規制が作
られる前に企業が自主的に行動をとろうとい
うものであり、「地球環境憲章」から企業行動
を実施するように流れを作ったものである。
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内容としては  
・地球温暖化対策   
・循環型経済社会の構築   
・環境管理システムの構築と環境監査  
・海外事業展開にあたっての環境配慮  とい
う四つの項目からなっていて、企業の行動を
より具体的に指し示したものとなっている。
またこうした内容を実施するために翌年には
「経団連環境自主行動計画」が発表されてい
る。これには多くの業種が参加し、上記の四
つの項目につき自主目標を掲げて取り組んで
いる。  
 このように経団連においては時間が経つに
つれて環境問題における企業行動について細
かいレベルでの指針が作られるようになり、
企業に浸透しつつあると言える。こうした一
連の流れが地球サミットを意識したところか
ら出発していることを考えると、より地球サ
ミットのもつ企業への影響をイメージしやす
くなると思う。  
 
（２）グローバル・コンパクト  
 そしてもう一つ地球サミットから派生して
いるものとしてグローバル・コンパクトの例
を挙げておく。グローバル・コンパクト自体
は環境に特化したものではなく、国連を中心
とした企業の行動基準である。ここで取り上
げるのはグローバル・コンパクトの中の環境
に関する部分に関してである。  
１）  第７条  環境対策として予防策を取るこ
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とを奨する v i  
これはリオ宣言の１５条に由来するものであ
る。環境に対して事後策を行うより、事前に
防止するほうがコスト効率が良い。   
方法としては  
・生産工程及び製品の潜在的な環境に対する
影響を分析する・環境に対する影響が不確実
な行動を禁止もしくは制限する・最良の利用
しうる技術を推奨する  といった項目が示さ
れている。  
 
２）  第８条  より環境への責任を推進してい

くことへのイニシアティブを取る v i i  
地球に関する問題における中心的な役割は民
間セクターにおいて増大している。その中で
企業に対しては経済的な成功、環境の保証を
期待している。  
環境に対して責任を負うことの利益として以
下の項目が明記されている。  
・会社全体での意識を強めることが出来る・
信頼を得ることが出来る・顧客と従業員を保
持できる・ビジネスにおける多くの重要なク
ライアントやパートナーとの対話や協力を促
進する  
 
３）  第９条  環境に優しい技術の発展及び普

及を推奨する v i i i  
これは agenda21 を受けて成立したものであ
る。  
environmental ly  sound technol igies(ESTs)  
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(ESTs)  are  not  just  indiv idual  technologies ,  
but  total  systems which include know-how,  
procedures,  goods  and services,  and 
equipment  as wel l  as  organizat ional  and 
managerial  procedures.  i x  
ESTs を用いる理由  
資源を効率的に利用しない生産過程や技術と
いうものは資源の残留や、廃棄物を生み出す。 
企業はそうした汚染物質に対しての責任を負
うものである。  
ESTs は日々の作業における非効率性や環境
汚染物質の放出、労働者が危険物質にさらさ
れるといったことを減少させるものである。
効果的あるいはクリーンな技術というものは
多くの企業に対して長期的に経済的であり、
環境においても利益をもたらすものである。  
したがって企業は ESTs を用いるべきである。 
４）グローバル・コンパクトの企業に与える
影響  
ＩＳＯなどとは異なり細かいレベルでの基準
が定められていないので、企業行動に直に反
映させるのは難しい。ではどのような影響が
ありうるのか。直接的に企業に対して影響力
を持つものではないと思う。というのは法的
な拘束力を持つものではないからである。で
は企業はなぜ参加するのか。一つは基準をク
リアしていくことで結果的に環境に対して事
前処理が出来るようになり、ゆくゆくはコス
ト削減につなげることが出来るというメリッ
トが考えられる。この事例はいくつか実際に
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のせられている。しかしながら何度も言うよ
うに具体的な細かいレベルでの基準が定めら
ていないという点において個々のケースで非
常に異なるものとなっている。  
もう一つ考えられるのが内外へのアピールで
ある。積極的な取り組みをしていることを理
解してもらうことで、ビジネスチャンスを得
ることが出来る。これは単に企業イメージを
良くするだけ出なく、実際に取引企業や顧客
の拡大といった直接のメリットとなってかえ
ってくることを意味している。これは環境を
意識した市場の存在が前提となった考えであ
る。  
 
第４節  背景としての国際的動向  
 以上第３章では地球サミットを軸として環
境問題に関する社会の動向を見てきた。そし
ていかに企業に影響を与えているのかを考え
てきた。この章の始めに述べたようにこの章
の目的としては企業に対する認識の国際的な
動向を捉える事であり、それによって経済学
では捉えきれない実際の社会を理解すること
であった。  
 しかしながらこれだけで企業が環境問題に
取り組む理由が明確に答えることはできない。
というのはこの第３章において企業が環境に
取り組む事に関して理論上での必要性しか述
べる事ができないからである。第３章の意味
としては企業と環境問題の関わり方を理解す
る際のバックグランド的な（あるいは概念的
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といってもいいであろう）大まかな国際的な
考え方や、行動を調べることにあった。した
がって企業が環境問題に取り組む理由として
は不充分なものであり、これだけで実際に企
業の経営者を説得することは困難である。従
ってこれから先ではより企業に対して直接的
に影響するであろう行政による環境政策やあ
るいは金融市場との関係を見ていく。  
 
                            
i  大来［１３］２９ページ  
i i  同上  ２４７ページ  
i i i  参考資料１参照   
 gopher: / /gopher.un.org/00/conf /unced/En 
gl ish/r iodecl . txt  
i v  環境庁・外務省［５］  ４３２～４３６  
 ページ  
v  参考資料２参照  
http: / /www.keidanren.or. jp/ japanese/prof i l
e /pro002/p02001.html 
v i http: / /www.unglobalcompact .org/un/gc /un
web.nsf /content /prin7.htm 
v i i http: / /www.unglobalcompact .org/un/gc /u
nweb.nsf /content /prin8.htm 
v i i i htp: / /www.unglobalcompact .org/un/gc /un
web.nsf /content /prin9.htm 
i x  Ａｇｅｎｄａ２１より  
http: / /www.unglobalcompact .org/un/gc /unw
eb.nsf /content /prin9.htm 
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第４章第４章第４章第４章     環境行政の影響環境行政の影響環境行政の影響環境行政の影響     
 
第 1 節  環境政策と企業について   
（１）環境政策の始めとして  
 この第４章では行政による環境政策が企業
に対してどのような影響を及ぼし、またその
結果としてどのような変化が生じるのかとい
うことについて見ていく。この内容を扱う理
由としては企業にとって行政のもつ影響力は
非常に大きなものであり、無視できないこと。
したがって政策によっては企業活動に経済的
なメリットをもたらしたり、あるいは逆にデ
メリットをもたらす事が充分に考えられる。
このような企業に対する影響の結果として環
境問題への取り組みを推進しうるのであれば
どのような方法が考えられるのであろうか。
この章では今現在とられているあるいは今後
考えられる環境政策のうち、経済的な手法を
用いた政策について中心的に考えていく。と
いうのは詳しい内容について後で述べるが、
経済的手法が企業に対してより積極的な環境
への取り組みを促す事ができると考えるから
である。以下でどのような枠組みが望ましい
のかを検討していく。  
   
（２）環境政策の分類  
 EC の環境行動計画に基づくと、  
・法的手法  （ legis lat ive instruments）  
・市場原理に基づく手法   
  （market-based instruments）  
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・資金的援助手法  
   （ f inancial  support  instruments）  
・水平的・支援的手法   
  （ horizontal ,  support  instruments）  
この４つに大まかに分類できる i。  
以下でそれぞれについて具体的に見ていくが、
注意すべきことは全ての政策がこの分類にき
れいに分かれるものではないということであ
る。考え方によっては複数の手法にまたがる
ものもある。  
 そして結論を先に述べると、これらの手法
は単独で用いても効果はあまり得られないも
のであり、それぞれを組み合わせて用いる事
が必要である。これまでは法的手法を中心（こ
れがほとんどだった）に環境政策がとられて
きた。しかし、今後はより多くの企業が環境
へ取り組むように導くためにも、法的手法以
外の手法が重要になってくるのではないか。  
では以下で、個々の手法について見ていく。
ＥＣでの例を見てみると、（ＥＣが環境問題
に対して法的な状況を整え、それを加盟国に
影響させる事の正当性の問題についてはここ
ではテーマからそれるので省略する。）以前は
基準などの実態要件の統一に力が注がれてき
たが、最近では手続きのあり方の統一に力が
注がれている。これは環境規制の限界などに
よるものである。現在ではなんらかのシステ
ム構築の課程での環境評価制度が重要視され
ていている。これは従来の単一の分野だけに
とどまらない、環境全般についてより充実し
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た規制が必要であり、総合的に評価する場を
作るためである。  
 
（３）法的規制とその限界  
まず法的手法の企業に対する影響を考えてみ
る。企業にとって行政の定める法律や法令は
従わなければならないものである。従ってひ
とたび法的手法が取られると、対象となる企
業全てにおいて同一の基準や行動指針に基づ
く企業活動がとられるようになる。法的手法
の場合汚染物質排出の規制などが多く、この
場合企業は定められた数値目標を達成する事
に精力を注ぐ。企業にとって従わざるをえな
い強制力をもつ法的手法は企業の環境に対す
る影響をある一定のラインまで導くのに非常
に有効な手段であると言える。  
 しかしこの法的手法には幾つかの問題点が
ある i i。まず一つに法による規制は各分野毎
にに用いられる。例えば大気に害を持つ物質
と、水に害をもつ物質とは異なるものであり、
それぞれにおいて規制のために必要な法律が
異なる。さらにその法律のもつ対象も異なっ
てくる。つまり分野毎に異なる法が必要であ
り、各分野での足並みをそろえる事は難しい。
さらに、各分野毎による規制において考慮す
べき大きな問題はある分野における環境へ配
慮した行動が他の分野への悪影響を持つ危険
性が存在することである。例えば大気汚染に
対して考慮した行動が、土壌汚染や水汚染な
どを招く可能性がるということである。この
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場合、シフトした環境問題が状況をさらに悪
化させる危険性もある。こうした危険性を取
り除くには科学技術の発展が欠かせない。今
の時点は人類のとる行動が近況に対してどの
ような影響を持つのかは全てがはっきりして
いるわけではない。これが全てはっきりすれ
ば問題のシフトが避けられるが、なかなか困
難である。  
 第２の問題点は上からの押し付けであるの
で、自発的な取り組みを促すことは難しいと
いうことである。企業からしてみると、ある
一定のレベルにさえたどり着けばあとは問題
無く行動できるので、より充実した取り組み
や、その他の分野への取り組みを行うメリッ
トはないということになる。単純に法で規制
するだけでは「持続可能な発展」はできない。  
 そして第３の問題として、人々の日常生活
や消費行動など、規制にはそぐわない分野で
の環境破壊が生じている点である。こうした
都市型・生活型環境破壊に関しては、環境破
壊を引き起こしている原因が不特定多数にあ
るため、一律に規制をかけることはほとんど
不可能であると言っていいであろう。  
 以上のように法的手法とはある一定のレベ
ルまで企業を導くのに非常に有効な手段であ
るが、その一方で幾つかの問題を含んでいる
ものである。したがって、法的手法に取って
代わるような手法を生み出すのではなく、法
的手法と同時に併用して効果を相乗できるよ
うな手法を考える必要がる。市場原理に基づ
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く手法や、垂直的・支援的手法などである。  
これらは企業が自主的に環境問題に取り組む
ように導くことを可能にする。法的手法と大
きくことなるのはまさにその点であり、企業
に対して環境問題に取り組む経済的なインセ
ンティブを与える事である。こうした事の内
容に付ついては以下で詳しく見ていく。  
 
（４）市場原理に基づく手法  
 環境政策の中で規制による手法からさらに
充分な効果を得られるために用いられるよう
になってきたているのがこの市場原理に基づ
く手法である i i i。これは法規制がもつ問題点
を解決し、よりトータルに環境問題を解決す
るように企業を誘う手法である。企業が環境
に取り組む事によって何らかのインセンティ
ブを受けたり、あるいは逆に充分な取り組み
をしないがためにマイナスのインセンティブ
を受ける事も考えられる。ここでいうインセ
ンティブとは財政的・経済的なものを意味し
ている。  
個人的な見解としてはこの手法が企業に対し
て非常に大きな影響力を持つと思っている。  
というのは、環境問題に取り組みことで経済
的な正のインセンティブを受ける事が出きれ
ば企業にとって大きなビジネスチャンスとな
る。これは企業にとって生き残り、そして大
きく業績をあげていくためのチャンスである。 
したがって行政が何らかの手法で企業を環境
問題へと誘うのであれば、この方法が一番優
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れていると言っても過言ではないかもしれな
い。しかし、一つ注意すべきなのはやはりこ
の手法を用いたとしても、すべての企業を誘
うことは出来ないという点である。したがっ
てやはりここでも、一つの政策を単独で用い
るのではなく、他の政策とのバランス良い行
政手段が望まれるのである。  
 
（５）経済的手段について  
 市場原理に基づく手法の中で、経済的手段
として考えられている主たるものは①税・課
徴金②補助金③排出権取引④デポジット制の
四つである i v。こうした経済的な政策のねら
いとしては従来の考え方では外部の問題とし
て考えられてきた環境に対する負荷を内部化
することである。環境に対する負荷が内部化
できれば企業にとって無駄に環境に不可をか
ける行動はコストを無駄に増やす事を意味し
ている。したがってこの内部化によって企業
は環境負荷を低減することを目指すようにな
るはずである。生産行動に関係ないところで
の行動も結局は企業にとってのコストである
以上、必ず製品の値段に反映されることにな
る。このコストを押さえなければ企業は市場
での競争力を失いかねないので、大きな問題
となってくるのである。  
１）  税・課徴金   
 環境税については 2 種類の見方があり、一
つは財源型であり、もう一つはインセンティ
ブ型である。前者は環境問題に対する保証の
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ための財源を確保する事が主たる目的である。
一方後者は課税によって料金を引き上げる事
でエネルギー消費を削減することを主たる目
的としている。環境政策として見た場合には
前者の財源確保を目的としてるものは環境政
策と言いがたい。  
環境税は既存のシステムでは無視され、コス
トとして反映されにくい環境に負荷をかける
ものの排出に対して課税し、コストの内部化
をはかるものである。コストが内部化される
とそれは提供する製品やサービスの値段に反
映される。これは企業のもつ市場での競争力
に大きく影響してくるので企業にとってはコ
スト削減のために排出量を削減することが必
要になってくる。結果として企業の環境への
取り組みへとつながっていくシステムである。 
また排出に対する直接的な法規制と比べて汚
染排出量を削減しようとする際に排出量を最
小限に導ける点で優れている v。  
 実際の例としてよくみられるのは炭素税で
ある。これはフィンランドやオランダといっ
たヨーロッパの国々が多い。スウェーデンの
例を取ってみると、一般用と産業用では課税
率が異なっていて、一般用のほうが産業用の
４倍程度課税がなされている。これは産業に
対して多くの負担をかけることによって国内
の産業が国外に移転するのを避けるためであ
る v i。  
 環境対策を進める一方で国内の産業にも配
慮することが必要であり、その難しさを表わ
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している。ただ、産業用の課税率が低いとは
言え企業にとっては大きな問題であることは
変わりなく、企業活動の改善が必要である事
には変わりない。  
２）補助金  
 国や公共団体からの補助金、財政投資金融
期間からの有利な融資や環境保全の取り組み
に対する税額控除や特別償却処置である。こ
の手法は先進的な技術を持つ企業を支援でき
るので企業にとっては直接的なメリットとな
る。またより先進的な技術の開発へ向けたイ
ンセンティブとして機能する。  
 しかし、環境汚染を進める当事者に対して
は全く影響力が無いため環境に対する負荷を
コストに組み込む事は無く、結果として環境
汚染を防止する事は出来ない。また補助の対
象となる技術や企業が最善であるとは限らな
いので場合によってはより有効な技術の促進
の妨げになる可能性を含んでいる。  
３）排出権取引  
 これは物質に関しての排出許容量を総枠と
して決め、その総量を個々の汚染主体（国家
や各企業）に配分していくものである。各割
り当ての排出量に対して、技術の改良などで
排出量の削減に成功した主体はその余った分
を他の主体に売る事ができるシステムである。 
このシステムの影響としては環境に対して負
荷の少ないように排出量の削減に成功した企
業は余裕のある分を売る事で利益を得る事が
できる点である。当然排出量を削減できない
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企業、特に割り当てを超えて排出している企
業はその分コストがかかることになる。その
差は必然的に企業のもつ競争力に影響してく
るので、充分なインセンティブとなっている
ことがわかる。ただ問題としては排出許容量
の決定が本当にふさわしいものなのかがわか
り難い事、またその振り分けが公平かつ効率
的に行われなければならない事などがある。  
４）デポジット制  
 デポジット制とは製品の販売の際にデポジ
ット（預り金）を上乗せして販売するもので
ある。消費者は使用後に所定の場所に製品や
容器を返すとデポジットを返してもらえるシ
ステムである。このシステムのねらいとして
は耐久消費財の一部から再利用可能な資源の
回収を進める事である。また、使用後の製品
が回収されるのでゴミの散乱による環境破壊
も同じに防ぐ事が出来る。  
 デポジット制を導入する場合対象となる製
品に偏りが生じないように注意する必要があ
る。例えばガラス製品を対象にすると、プラ
スチックが包装容器として使われることを促
進する可能性があり、結果環境の負荷の大き
な製品が市場でのシェアを占める事になって
しまう。実際にはこれほど単純に考えられな
いが、配慮する必要がある。  
 
（６）水平的・支援的手法  
次に水平的・支援的手法（以下水平的手法）
を見ていく。これは行政が企業に対して技術
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的な支援を行ったり、あるいは行政側のもつ
情報を企業に提供して企業を支援していくも
のである。また水平的というのは環境問題に
取り組む際に企業と行政がばらばらになって
取り組んでいくのではなく、互いに持つ技術
や力を合わせて取り組んでいこうとするもの
であり、行政の立場から見ると水平的に企業
を環境対策へと誘うものとなる。具体的には
環境データ向上や技術的開発、環境アセスメ
ントのような計画手続き、エコラベルのよう
な情報提供や公的機関が保有する環境情報の
提示、あるいは専門家の育成や教育などがこ
れにあたると考えられる。ここではエコラベ
ルの例を中心に取上げる。というのは単純に
水平的手法におさまるものではなく、市場原
理に基づく手法とみなす事もできるものであ
るからであり、企業が環境に取り組むように
なるシステムの中で大きな役割を果たしてい
ると考える事が出来るからである。  
 
（７）エコラベル  
 これは市場原理に基づく手法としても考え
る事が出来る。しかし。同時に環境に対する
情報を提示する手段として、企業の環境対策
を手助けするものとして捉えられている。  
大きく２種類に分類される。一つは準拠する
法令や強制力によるもの。もう一つは表示に
よる内容によるもの。前者にはラベルをつけ
ないと売買できないものや、準拠する法律は
有るが付けるかは任意のものがある。後者で
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は製品の品質を保証する保証マークや各種の
合格マークがある。次にエコマークの性格を
考えると 3 つに分類でき、第一は環境負荷の
大小、良否を示して消費行動を誘導するもの。
（例  エコマーク、エナジースターやフロン
マーク等）第２は環境負荷を低減するための
取り扱い表示、識別表示のもの。そして第３
は企業や商品のキャンペーン等による環境主
張である v i i。  
 こうしたエコマークが広がる事が企業に対
してどのように影響を及ぼすのか。企業はま
ずこのマークの認可を受けるために与えられ
た条件をクリアすることが求められる。つま
りエコラベル制度とは一つに企業に対してあ
る一定の基準をクリアした製品を作るように
導く事ができる。そして環境負荷の少ない製
品である事の情報開示を企業毎に行うよりも
消費者にとってよりわかりやすい形でかつ信
頼できる形で可能にする。こうした意味でエ
コラベルは企業に対しての水平的支援として
考えられている。  
 その一方でこのエコラベルが市場の動向に
影響をもつことも言われている特に公共団体
との取引においてはエコラベルの取得が条件
である事が多い。エコラベルを発行する事で、
消費行動に少なからず何らかの影響を持つ事
は否定できない。したがってエコラベルとは
単に製品に関しての環境情報の提示の役割を
担っているだけではなく、消費行動に際して
環境を意識した消費行動へとつなげていくこ
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とになる。消費の一つの基準になる事で、企
業にとってはエコマークの取得がシェア拡大
に役立つので、企業をエコマークの取得、つ
まり環境負荷を意識した生産活動へと導く事
となる。その意味で、エコマークは市場原理
に基づく手法に属すると考える事もできる。  
 
第 2 節  市場メカニズムに基づく政策  
（１）３Ｒ政策の推進  
 近年の日本でもいくつかのリサイクル関連
の法案が制定、施行されている。特に産業廃
棄物よりもリサイクル率が低かった一般廃棄
物のリサイクルを推進するような法案が目立
っている。そこでリサイクルを推進する事が
どのように市場原理を介して企業に影響して
いくかを見ていく。  
 日本のリサイクルの推進は循環型社会形成
推進基本法を中心に行われている。これは基
本的枠組み法であり、内容は社会の物質環境
の確保、資源の有効利用、ならびに環境負荷
の低減を目指すものである。実際の行動とし
ては廃棄物の処理よりも、排出そのものの抑
制（ reduce）を最優先とし、次に排出物の再
利用（ reuse）、そしてそれが困難な場合には
リサイクル（ recyc le）、最終的に焼却という
３Ｒ政策を進めるものである v i i i。そしてより
具体的な個別物品の特性に応じた規則として
容器包装リサイクル法や家電リサイクル法な
どが制定、施行されている。その内容につい
ては後で見ていく。   
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 そしてもう一つ重要な政策が拡大責任者責
任（ Extended Producer Responsibi l i ty 以下
ＥＰＲ）である。これは従来の日本において
一般廃棄物の処理の責任が各自治体であった
のに対して、廃棄物の原因となる製品を製造
した主たる責任者に廃棄物処理の責任を負わ
せるものである i x。ＥＰＲの利点としては廃
棄段階を含む商品のライフサイクルを通して
環境負荷の低減に最も影響力を持つ主体に責
任を負わせることができる点であり、その結
果として製造の段階から環境負荷の少ない製
品を意識した行動がとられるようになり、結
果３Ｒ政策の推進をより進める事ができると
いうものである。では以下で、こうした政策
の具体的な例を見ていく。  
 
（２）家電リサイクル法   
 ここでは実際に日本で施行されている家電
リサイクル法を見ていく。この法律はＥＰＲ
を本格的に取り入れている。それまでの包装
容器リサイクル法は一部にＥＰＲを組み込ん
でいるものの、実際には企業と自治体とのあ
いだで責任が別けられており、自治体が回収、
分別までの責任をおい、その後の生産者が負
うという一部に限られて生産者の責任が問わ
れるシステムである。それに比べてこの家電
リサイクル法はより生産者の責任が重要な概
念となっている。  
 この法律において、消費者は処理代金支払
い義務を負い、販売店は消費者からの引き受
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け義務と生産者（正確には製造業者、輸入業
者）への引渡しの義務を負っている。生産者
は引き受けた自社製品に対して再商品化の義
務を負っている。それぞれの製品の種類によ
ってリサイクルすべき義務量が異なっている。 
 ではこの法律が企業の行動にどのように影
響しているのであろうか。まず、消費者が処
理費用を負担する事となる。これは従来自治
体が負担していた費用であり、この時点で今
までは隠れていた処理費用が顕在化すること
となる。その結果、各生産者は消費者が負担
する処理費用をより軽減するためによりリサ
イクルに費用がかからないように製品を改善
するように動き出す事になる。というのは、
生産者にとってリサイクルにかかる費用は製
品の値段に転化されることとなり、リサイク
ルのコストを削減する事で値段を下げる事が
できる。企業にとって他社との差別化を可能
にするものであり、市場で優位に立てるとい
う大きなインセンティブになるのである。ま
さにＥＰＲの目指す方向である。  
 現実の動きを見てみると、各生産者が独自
のリサイクル工場を作ることは非効率である
ため、幾つかの企業が連合となって共同のリ
サイクル工場を設立したり、中小の生産者の
委託を受けるなどの動きが見られる。これは
経済的な合理性に基づいている。また引き取
り、リサイクル料金は横並びとなっている。
これはこの法律の目的とする事のコストを値
段に反映し競争原理を働かせる事でより環境
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負荷の少ない製品の開発へと企業と誘うこと
からは一歩後退していると考える事ができる。
したがって純粋に各企業がこの法律のねらい
通りに動いてはいないものの、それでも生産
者が製造物の最終処分まで責任を負うという
ことが少なからず企業の行動に対して影響力
をもっていることは確かであり、市場原理を
用いた行政政策の一例として評価することが
できるのではないかと思う。  
 
（３）ドイツにおける容器包装のリサイクル  
 次に日本よりも先進的な取り組みを行って
いるドイツに目を向けてみる。ドイツは国の
行政というマクロな部分から、国民一人一人
の動向といったミクロの部分まで環境に対し
て高い意識を持って取り組んでいる国家であ
る。その中で、今回のテーマに沿った先進的
な取り組みとしてドイツにおける容器包装の
リサイクルシステムについて見ていく。日本
でも容器包装リサイクル法が施行されている
が、これはその以前からドイツで行われてい
たものを参考にしており、ドイツのほうがよ
り徹底したものとなっている。  
 ドイツで容器包装に関してとられている行
政手段の目的は生産者に責任を負わせる事で、
製造の段階からすでに環境を意識したデザイ
ンや材料を用いるように導く事である。その
方法として直接的な指導ではなく、市場を利
用した方法がとられている。これは前に述べ
た通りである。  
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 まず生産者は自社製品の容器包装の回収、
再生品化の義務を負っている。この責任に対
してデポジットを実施し、独自に展開してい
く か 、 あ る い は Ｄ Ｓ Ｄ （ Duales System 
Deutschland）という非営利企業へライセン
ス料金を支払い委託することができる。この
場合は規制の義務を逃れる事ができる。この
方法は、生産者がＤＳＤシステムに参加する
ことと、デポジット実施という二つの選択肢
を選べるのでデュアルシステムと呼ばれてい
る。また、家庭などの一般廃棄物のうち容器
に関すものは生産者が責任を持ち、その他の
廃棄物に関しては自治体が責任を負っている
という都市ごみに関する処理が二本立てで行
われていることも同時に意味している。  
 実際のシステムとしてはＤＳＤ社にライセ
ンス料を支払った企業は製品にグリューネ ･
プンクトというマークを付ける事ができる。
ＤＳＤ社はそのマークのついた製品について
の回収・再生品化を実施する事になる。（実際
にはさらに他の業者に委託している）このラ
イセンス料は製品の値段に反映される事にな
り市場での競争の妨げになりそうだが、ドイ
ツでは自治体の廃棄物処理に対して消費者が
コストを負担することになっており、その負
担が軽減されるので実質的にはあまり差がで
ない。また、ＤＳＤシステムに参加している
企業同士でも競争原理が働いているので、ラ
イセンス料がそのまま製品の値段に反映され
るとは考え難いという一面もある。  



 51 

 このＤＳＤシステムが進行するにつれ、ラ
イセンス料を支払っていないのにこのシステ
ムに便乗するフリーライダーや、ＤＳＤに参
加していない生産者とのパフォーマンスの差
が生じるといった問題が発生してきている。
そこでドイツ政府はこうした問題を改善すべ
く、システムの見直しを行ってきている。そ
の一つとしてパフォーマンスの基準をＤＳＤ
社と同等のものを求めるようになった。これ
により生産者はそれまで以上の取り組みを行
う必要が出てきている x。  
 最後にこのシステムがもつ企業への影響を
まとめる。ますは製品を回収、再生品化の義
務を生産者に負わせ、そのコストを内部化す
る事で、市場での競争原理によって環境負荷
の少ない製品へと移行させていく。またすべ
ての生産者が対象でかつ非常に高い基準が定
められているので、企業にとっては大きな負
担となっている。そして同時にリサイクルそ
のもの市場が活発化し、リサイクル業者にと
ってはビジネスチャンスが大きく存在してい
る事になる。企業にとっては優れたリサイク
ル技術を開発する事は利益をあげることに直
結しているので、新たな取り組みをする大き
なインセンティブになっている。  
 
（４）グリーン市場の拡大  
 ３Ｒ政策などによって製品の再生品化が推
し進められている事を見てきた。しかし、こ
の３Ｒ政策が進んでも、再生品化された商品
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が市場で充分な支持を得られなければそこで
ストップしてしまう。新しく製造される製品
のほうが圧倒的に支持され、再生品化された
ものが市場で売れなければその在庫等が膨ら
むだけであり、企業にとって大きな負担とな
ってくる。こうした問題を解決するためには
環境負荷の少ない製品（これは再生品化され
たものに限らず）が市場で支持を受けるよう
に導く必要がある。  
 例えばエコカーに関して車輛購入に関わる
税金や施設の駐車料金が割り引きにすること
で、消費者の購入・使用に対して経済的なイ
ンセンティブを与える事で消費行動を誘導す
ることが可能となる。このように環境負荷の
少ない製品の利用に何らかの経済的なインセ
ンティブを与える事によってグリーン市場を
拡大していくように導く事ができる。  
 そして消費者の行動を誘導する手段のほか
に重要なのが行政自ら市場を形成する一員と
してグリーン市場の拡大に積極的に取り組ん
でいく方法が考えられる。その具体的なもの
として 2001 年の 4 月から日本で施行されて
いるグリーン購入法が挙げられる。  
 グリーン購入法（国等による環境物品等の
調達の促進等に関する法律）は 2000 年 5 月
成立、2001 年 4 月施行されている。国や公共
団体が再生品や環境に配慮した物品の調達を、
調達方針に基づき率先的に推進する事でグリ
ーン製品の需要を生み出そうとするものであ
る。結果、価格競争をつけ普及を推進するこ
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とを目的としている。実際の運用方法は環境
大臣が基本方針を決定し、閣議決定される。
それに基づき各機関はそれぞれの方針を決定
し、グリーン購入を主体的に実行していく。
毎年その実績を公表するというものである。  
 繰り返しになるが重要なのは行政自身がグ
リーン製品の市場を拡大する役割を担う一員
となっていることである。旧通産省の計算で
は日本における環境産業の市場規模が 1998
年度では 15 兆円であったのが、 2010 年度に
は 37 兆円へと大きく発展していくと予想し
ている x i。これはもともと市場は拡大傾向に
ありグリーン購入法だけによる影響ではない
が、この法律が起爆剤になっていることは充
分に考えられる。それまでにこれほど急激に
市場が拡大したことがないからである。グリ
ーン購入ネットワーク x i iによるとグリーン購
入の対象になる製品の数が上昇している。た
とえば文房具・事務用品は 2000 年の末に
1200 種であったものが半年の間に 1,5 倍の
1800 種に増え、またオフィス家具も同様に増
加している。ただしすべての品目について急
激な増加が見られるのではない。増加してい
るのは直接グリーン購入法で行政団体による
購入が増加しそうなものである。このことか
ら推測すると、この法律に対して企業の対応
がとられて、市場の拡大を見込んでいるとい
うことがわかる。この法律は今年度から施行
されたので今現在どの程度の直接的な影響力
を持っているかは定かでないが、今後毎年出
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されるであろう報告書によってその重要性が
目に見える形でわかってくるのではないか。  
 またこうした行政機関が市場の一役を積極
的に担う行為はアメリカ等でも見られる。ア
メリカ連邦政府の年間物品調達額は 2000 億
ドルに上り、州、自治体を含めると約１兆ド
ルになると推定される。これは市場としては
非常に大きなものであり、環境産業に当てる
事ができれば産業の環境化を強く後押しする
事になる。そこでアメリカの環境保護庁は３
つのプロジェクトを計画し、実行に移してい
る。具体的にはエナジースタープログラム・
包 括 的 物 品 調 達 ガ イ ド ラ イ ン ・ EPP
（ Environmental  Preferable  Purchasing）
プログラムである x i i i。こうしたプログラムを
通して連邦政府は環境に配慮した物品の購入
を進めており、その対象となる製品の種類は
多くなってきている。  
 以上行政が市場の一部を担う方法を見てき
た。この手法のメリットは購入するという行
為によって直接市場を拡大することができる
点である。日本の場合まだまだ規模としては
それほど大きくなっていないが、今後充分に
拡大しその役目を果たす事が期待できる。そ
してもう一つその影響として考えられるのが
グリーン調達をより活発に促す事である。企
業が製品製造の際により環境に負荷の少ない
原材料や部品を購入するといったグリーン購
入が活発化すればより裾野の部分に環境配慮
の意識を普及する事になる。大手企業に部品
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を納入している中小企業にとっては非常に大
きな問題であり、早急な対応をとる事を迫ら
れる状況になる。行政によるグリーン購入と
関係のない所でのグリーン調達が多く見られ
るが、行政が本格的にグリーン購入に乗り出
せばこうした流れはより活発になるであろう。 
 
第 3 節  第４章のまとめ  
企業が環境問題に取り組むようになる理由を
企業を取り巻く行政との関係から見てきた。
従来の規制によるものでなく、市場を利用し
た方法の重要性が見えてきた。企業に対して
環境問題への取り組みを何らかのインセンテ
ィブに変える事でより多くの企業に積極的に
取り組むように誘うことができると思う。そ
の際に生産者責任の拡大に見られたように取
り組むように負のインセンティブを与えて行
動させる事もできるが、同時に取り組むこと
による企業としての正のインセンティブを与
えるほうが企業としてはより行動しやすいの
ではないか。実際に環境に配慮する事が企業
の市場での競争力となってかえってきた場合、 
企業はそれを企業を成長させる為の選択肢と
して考え、そして選択するように思う。  
 ただし、市場の原理を利用した行政の手法
だけではやはり不充分な点もある。それは積
極的に取り組む企業とそうでない企業との差
が拡大し、結果として持続可能な発展に結び
つかないことである。従って従来のようにす
べてを一律のレベルまで持っていく法による
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直接的な規制も必要であり、それぞれの手法
をより効果的に使用することが必要である。  
そして行政側として進めるべきなのが企業へ
の支援である。これは金銭といった直接的な
ものでなく、エコマークのような認証を与え
ることなどであり、環境製品の消費行動を促
す役割をもつ。企業の情報開示の方法をそろ
えることで消費者は環境製品に対して理解を
示しやすくなる。このような企業との連携も
今後重要な課題となってくるであろう。  
 企業の立場からすると、こうした行政によ
る環境政策はうまく機能すれば大きなビジネ
スチャンスを与えてくれるものとなる。環境
産業の市場が拡大すれば、新たに多くの企業
が利益を求め参入してくるであろう。その中
で、より環境負荷の少ない製品を生み出して
いくことが企業生存のポイントとなってくる。
こうした競争原理を用いて企業を導く政策は
今後さらに充実していくと思う。その中でい
かに対応していくかが今後の企業の課題とな
ってくると考える。その一方でこうした環境
へを意識した市場が拡大する事によって、企
業はビジネスチャンスを得るどころか市場で
の競争力を失う危険性を含んでいることも忘
れてはならない。環境配慮型の経営を進める
事が出来なければ市場での支持を失うことに
なりかねないからである。そうした危険性を
避けるためにもより積極的に環境に取り組む
事が必要となってくるのではないかと考える。 
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第第第第 5555 章章章章     金融と環境金融と環境金融と環境金融と環境     
 
第 1 章  金融機関を捉える意義  
 第３章では社会の動向を、第４章では環境
行政について見てきた。環境問題を軸として
企業を取り巻く状況についてだいぶ明らかに
なってきた。その締めくくりとして本章では
金融機関と企業との関係について見ていく。
以前は金融機関と環境問題は一般的な企業と
比べてより疎遠な関係にあるように思われて
きた。しかしながら金融機関もその他の企業
と同様に環境を意識した企業行動をとる必要
がある。その理由に付いてはこの後詳しく述
べるが、普段見落としがちな金融機関につい
て環境を企業行動に取り組む必要性を捉える
事によってより明確に環境と企業とがなす関
係を明らかにする事が出来ると考える。  
 また、金融機関が環境を意識した企業行動
をとることによるその他の企業への影響は非
常に大きなものとなる。これはその他の企業
同士がもつ影響力よりま大きなものである。
したがって金融機関についてしっかりと理解
する事はその他の企業を取り巻く金融市場と
いう分野について環境がいかに重要なものと
なってくるのかが理解できるはずである。し
たがって、企業を取り巻く状況の締めくくり
として金融を扱うことが必然性を持つ事にな
る。  
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第 2 節  金融機関と環境の関係  
（１）従来の環境への認識  
 金融機関は環境問題とは疎遠であると考え
られてきた。社会において環境問題に対する
関心が高まっていてもあまり関係ない立場に
あり、最近になるまであまり環境に対して積
極的に取り組む私的金融機関はほとんど見ら
れなかった。1991 年に BCSD（持続可能な発
展のための経済人会議）への参加呼びかけに
答えて参加しようとした先進工業国の銀行が
１行もなかったことからわかるように、一般
的な企業とはことなった環境への認識を持っ
ていたのである。90 年代に入った当時環境に
対する関心はかなり高まっており、この時点
で１行も参加しないというのはかなり象徴的
である。  
 ではなぜ金融機関がこのような認識をして
いるのであろうか。それは金融機関の企業活
動の性質によるところが大きいのではないか。 
金融機関は直接的な生産活動を行わない。し
たがって企業行動に伴い環境汚染を起こすよ
うな物質の排出や、あるいは自然資源の非効
率的な使用は考え難い。日常の企業活動にお
いて環境負荷を低減するためにとられる事と
しては再生紙の利用や省エネといったことで
あり、これらは直接企業経営の変化につなが
るものではない。環境への関心の高まりにつ
れてこうした行動がとられるようになったか
もしれないが、それは金融機関の持つ本質的
な問題ではなく、したがって環境が大きな問
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題として認識されるようにはならない。また
融資先企業が引き起こす環境問題についても
金融機関まで責任が及ぶ事が以前は考えられ
なかった。それはあくまでも融資先の企業の
問題であって、融資する側にとってはまさに
対岸の火事であった。  
 そして金融機関が環境を認識しないことを
正当化する最も重要な考えがある。まずは金
融機関の持つ責任の定義をしておく。他人の
資産を運用する金融機関の顧客に対する責任
はリスクを極小化かつリターンを極大化して、
資産を保全する事である。19 世紀の判例によ
り定義された「プルーデントマンルール」に
よればこうした定義が言えるであろう i。顧客
から預かった資産を最も効率よく運営する事
が最大の責任である場合、投資基準等に環境
を含める必要があるかどうかが問題になって
くる。以前のように環境と企業経営との間の
関係が明かではなく、軽視されていた頃にお
いては環境を基準に含めることは財務とは関
係ない要素を取り入れる事になり、最も効率
的な資産運営とは異なるという見解が一般的
であった。したがって金融機関は環境問題と
は関係ない立場に立っていることが正当化さ
れていたことになる。そして金融機関にとっ
て重要なのが短期的な資産運用であって、長
期的な視野で投資先を選ぶよりも、ある程度
短期的に数字を残せる企業を対象としていた。
環境が企業に与える影響は長期的であって、
短期的には影響力が少ないと考えられている
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状況においては金融機関は環境を視野に入れ
ないのが普通であろう。しかしながら状況は
代わりつつある。従来のように環境を無視し
た企業行動はたとえ金融機関であっても通用
しなくなってきている。次に金融機関におい
てどのような変化が見られているのかについ
て見ていく。  
  
（２）スーパーファンド法の影響  
 金融機関が環境を基準に組み込む必要がな
いという理論について述べてきた。ところが
その状況は 1980 年にアメリカで制定された
スーパーファンド法によって劇的に変化する
ことになる。スーパーファンド法とは「包括
的環境対処・補償・責任法」の通称であり、
土壌・地下水汚染に対しての浄化費用のため
に連邦政府が巨額の基金を用意した事に由来
している。システムとしては汚染が発見され
ると汚染責任者が自己負担によって浄化する
義務を負うものであり、基金は緊急に使われ
るもので、あくまでも立替である。この法律
によって企業行動は大きく影響を受けた。投
資、特に M&A などにおいて環境監査をする
ことが当たり前となっていった。こうした影
響については金融機関とのかかわりとは外れ
るのでここでは述べない。  
 ここで問題になるのは汚染責任者であり、
これはかなり広い範囲で適応される。汚染現
場に有害廃棄物を持ちこんだ業者や不適切な
操業をしていた施設の管理者といった直接的
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な汚染原因者だけでなく、土地の所有者やあ
るいは汚染物質を運んだ業者までもが対象と
なる。金融機関にとって重要なのがこの汚染
責任者に含まれるかどうかである。スーパー
ファンド法では貸し手が「土地の所有者」と
みなされることを明示的に排除している i i。
したがって本来金融機関はスーパーファンド
法の影響を受けないはずであり、従来の姿勢  
で問題ないことになる。しかし実際は違って、
いくつかの例外的な条件が存在し、またいく
つかの判決事例ではこのような除外規定がな
し崩してきにされたのである。裁判では金融
機関（特に銀行）の潜在的費用負担責任論が
非常に複雑な理論の展開がなされていて、一
概に金融機関の持つ責任の存在を言う事は出
来ない。しかしながら少なくともそれまでの
環境とはほとんど関係ないといった考え方が
通用しない危険性が生じたこを明確に表わし
たものであり、考慮する必要性を示すもので
ある。  
 1986 年のメリーランド信託銀行判決を例
にとってみる。これはメリーランド信託銀行
（以下 MBT）が汚染された土地の所有者とし
て土地浄化費用の負担責任があるとみなされ、
環境保護庁によって浄化費用請求の訴えを受
けたというものである。MBT は自分の土地に
有害廃棄物を捨てる事を認めていた廃棄物処
理業者に対して融資を行っていた。そしてこ
の業者が返済不能になると担保となっていた
その土地に対して抵当権を行使して取得した。 
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環境保護庁によって浄化されたのはまさにこ
の土地であった。MBT は 4 年間に渡ってその
土地の所有権を有していた事を一因としてサ
ーパーファンド法の定める土地所有者かつ管
理者であるとみなされてのである。さらにこ
の判決で重要なのは裁判所が貸し手に対して、
貸し手は自らが担保としてとっている不動産
に関する潜在的な環境問題を調査し、発見す
る事が出来る洗練された事業家であると推定
されるという警告を発した i i i。これはもし銀
行が調査 ･発見を怠ればスーパーファンド法
はその責任を免除しないという事を意味して
いる。  
 この他にもいくつもの裁判が行われ、銀行
の責任を認め判決がなされている。しかしな
がら、逆に貸し手の責任が認めない例も存在
するのである。本来であればここで貸し手の
環境に対する責任について細かな議論が必要
であり、それを欠くことは理論として基盤を
弱めることになるかもしれない。しかし、こ
の議論はかなり複雑なものでありここで扱う
事は本来の目的からそれると判断したのであ
えて割愛する。したがって以下の論理におい
ては貸し手の責任は明確ではなく、あくまで
もそのような危険性を含んだ存在であるとい
う立場に立つものである。  
 貸し手の責任が完全に明確にされたわけで
はないがこの影響は確実に出ている。アメリ
カの銀行協議会の調査によると、90 年ではア
メリカの商業銀行のうち 62.5％が環境問題
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に関する法的責任が発生する危険性を理由に
融資を断った経験を持ち、また 45％の銀行が
環境にリスクのある業種に対して完全に融資
をストップしているという結果が出ている i v。 
 ただここでこの数字について幾つか注意す
べき点がある。この数字には小規模な銀行も
含まれており、そのまま銀行の持つ影響力に
は反映されないこと。またアメリカという国
柄を考えると訴訟が他国よりも多く、過敏な
対応と見る事もできそのまま世界的動向と重
なるとはいいきれない点がある。  
 とはいえ、銀行に対して少なからず影響を
与えた事は確かで、それは国際的大銀行 90
行に対する調査で約 80％の銀行が融資の前
に環境に関するリスク調査を行っていること
がわかっている。  
  
（３）社会の変化  
 スーパーファンド法の影響は融資の際に銀
行が担保として扱う土地をいかに扱うかとい
うことに問題があった。その対処法によって
環境問題が銀行に対して持つ影響が決まった。
しかしそうした土地の問題だけでなく、金融
機関持つ責任そのものに影響していることが
考えられる。顧客の資産を最も効率的に運用
することが責任であると考えられている事に
ついてはすでに述べた。環境を基準に含めな
いのはまさにこの責任が大きく関係していた。
ところが社会の状況が変わり、こうした責任
を果たすためには環境を基準に組み込むこと  
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が必要となってきているのである。したがっ
て金融機関が環境問題とはあまり関係ない立
場にあってもかまわないという理論は成り立
たない事になる。その理由は主に三つ上げる
ことができる。  
 第一は取引企業の環境への取り組みが貸し
手の金融機関の経済的リスクとなる事。スー
パーファンド法の例はまさにこれにあてはま
り、こうした流れはもはや全世界的に見られ
る事である。  
 そして第二に取引先の環境への取り組みが
その企業の収益に及ぼす影響が大きく拡大し
ている事である。企業の経営に対して環境問
題が大きく関わっていることについてはこれ
までの章でも述べてきた。特に重要なのが以
前は法的規制が中心的な役割を担ってきたの
に対して、最近では経済的手法が普及してき
ていることである。この経済的手法は環境へ
の対応力がそのまま企業の市場での競争力に
影響を及ぼすものである。つまり銀行などの
金融機関が投資や融資の対象を選ぶ際にはそ
の企業の環境への対応力を査定する事が必要
となってくるのである。もしこれを怠れば近
い将来に市場での競争力を失う危険性を持っ
た企業に対して投資することになり、これは
顧客の資産を最も効率的に運用するという本
来の金融機関の持つ責任に対して反すること
になってしまう。取引先の企業の対応力を見
落とす事は違法ではないし、必ずしも本来の
責任から外れるとは言えないかもしれない。
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しかしながら環境を基準に含める事は不必要
であるという理論は成立しない事になり、む
しろ環境も含めて企業を査定するべきである
という理論が正当性を持つようになってくる。 
ただ、すべての金融機関がすぐさま環境に対
しての認識を大きく変えていないのはこれま
で環境への対応力を査定するような組織が金
融機関のなかには無かったので、新たにそう
した機関を加える事と、環境もつ影響力との
兼ね合いの中で決定がなされるからである。  
 そして最後に環境企業との関係によって新
たなビジネスチャンスが生まれる事である。
これは第二の理由と付随するものであるが、
環境への対応力が時に企業へ新たなビジネス
チャンスをもたらす事は述べた。したがって
金融機関にとって環境への対応力を持った企
業はこれから大きく発展する可能性を秘めた
企業であって、投資の対象としては充分に魅
力を持っている事になる。もし金融機関が環
境を見落としているならば、金融機関にとっ
てのビジネスチャンスを見落としている事に
なる。以上のような理由で金融機関が環境に
対して考慮することは正当性を持つと考える。 
 
第 3 節  金融機関と企業の関係  
（１）銀行と企業  
 金融機関が環境に対する認識を高めている
現状について述べてきたが、それではこうし
た状況の変化がその他の一般的企業に対して
どのように影響するのであろうか。その最初
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に銀行と企業との関係について捉えていく。
銀行が取引の際に企業の持つ環境への対応力
に注目するようになってきた。これは「銀行
声明」によって説明できるであろう。簡単に
その内容をまとめると、持続可能な発展のた
めに銀行もその責任を負うというものである。
また環境が持つ企業への影響力を認め、これ
を銀行の経営の中で考慮していく必要がある
ということについても言及している v。この細
かい内容についての説明は省くが、この声明
の存在が示すこととして考えられるのが、企
業は環境への対応力を強める必要性が金融の
面からも生じることになる。金融機関が環境
を意識するようになれば必然的に企業の資金
の問題に反映される事になるのである。しっ
かりした対応ができないと判断された場合に
は資金の収集において苦しい状況においこま
れることになり兼ねない。環境への対応がま
たもやリスクとなるのである。  
 その一方で環境問題が企業にとってリスク
となると同じに新たなるビジネスチャンスを
もたらしたように、銀行と企業との間の関係
においても同様の事が言える。特に通常資金
の問題で苦しい立場にある中小企業にとって
は大きなチャンスとなりえる。例えばイギリ
スの協同組合銀行は深刻な公害や兵器取引と
いった非倫理的な取引を行っている企業に対
して貸付をしない事を明言し、また環境に対
して倫理的な立場をアピールする事で業績を
一気に改善する事に成功した v i。この成功の
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原因としてこの銀行があまり大きくなかった
ことがあげられる。大手の銀行は大手の企業
との取引があり、倫理的立場を強く出すと、
そうした大手企業との対立を招く危険性があ
る。しかし協同組合銀行はそれほど大きくな
く、取引先も大きくなかったので倫理的基準
で取引先を選ぶ事が出来たのである。とはい
え、このことによって銀行自体は個人預金者
を大幅に増やす事ができ、また中小企業にと
っては環境に対する対応力を理由に融資を得
る事ができ、両者にとって利益をもたらす結
果となった。  
  
（２） 環境配慮型商品の広まり  
 企業にとって金融機関との取引の中で重要
なのが直接金融と間接金融である。銀行との
関わりでは主に直接金融での影響を見てきた。
次に間接金融での影響について見ていく。特
に金融機関の持つ一般向けの投資商品の持つ
影響を見ていく。この投資商品の中で最近広
がりを見せているのが社会的責任投資で、そ
の中で環境を中心とした商品に注目していく。 
エコ・ファンドとしてよく知られているもの
である。これはグリーンコンシュマーリズム
の台頭に伴い、純粋に環境に配慮した企業を
支援するために発生したものであり、倫理観
の高い投資家の資金によって運営されていた。
ところが時間がたつにつれその運用成績の良
さに注目が集まり、投資目的のファンドどし
て普及した。環境に積極的に取り組んでいる
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企業の株価が平均株価指数を上回る理由につ
いては幾つか考えられるが、ここで重要なの
はエコ・ファンドが高い成績を残してきたと
いう事実である。エコ・ファンドは単に倫理
的な投資対象ではなく、利回りでも優れた投
資対象であり、より広くの支持を受ける事と
なった。  
 ス イス・ユニオン銀行グループ（現 UBS
グループ）の「グローバル・エコ・ファンド」
は有名である。このファンドの特徴としては
その運用にある。世界的な大企業の中から環
境への取り組みに優れた企業を「エコ・リー
ダー」としてファンドの 85％を投資している。
残りの 15％については「エコ・イノベーター」
と名づけた環境関連分野で成長性のある中小
企業に投資している。この方法によって安定
した資産運用と同じに新たなる取り組みを支
援することが可能になる。中小企業にとって
影響力が強いのがこの「エコ・イノベーター」
に組み込まれる事で、従来の間接金融ではな
かなか資金を集め難かったの状況が大きく変
わった。  
 また日本でも日興エコファンドが先駆けと
なり、いくつものファンドが発売されいる。
不景気の影響によって発売当初に比べて大き
く総額を落としてはいるものの、株式市場全
体での低迷が続く中でほとんどの銘柄が基準
価格を上回る結果を残している事は特筆すべ
き点である。  
 運用実績で一般的なものをと比べて引けを
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取らないことによって金融機関にとっても充
分に魅力のある商品という事になる。通常の
投資に比べて環境保全に役に立つという特色
が出せるので、小口の投資を呼び込み易くな
る。このように環境配慮型商品は扱う金融機
関にとっても、投資の対象となる企業にとっ
ても両者に利益をもたらすシステムとなって
いる。  
 
（３）環境格付け  
 環境配慮型商品の普及が企業に対して与え
る影響は間接金融のみにとどまらない。それ
は企業の信頼度を挙げる事につながり、結果
として直接金融にも影響してくる。直接金融
が主な日本においてはこの影響のほうが企業
にとって重要かもしれない。そしてこの直接
金融に影響してくる信頼の問題に関わってく
るのが企業に対する環境格付けである。  
格付けとは投資家の投資判断を助けるための
客観材料の提供を目的として、多様な確定利
付証券の投資対象として相対的な良否を示す
事である v i i。格付けが高ければ投資対象とし
ての信頼度も高く、容易に資金を集める事が
出来る。これは間接金融にとどまらず、直接
金融にも影響してくる。信頼度が高い企業に
は銀行は融資しやすい。この格付けにおいて
環境への対応力を基準としたのが環境格付け
である。アメリカの調査機関の CEP による環
境格付けや、イギリスの ROI 社やドイツのエ
コ・インベスト社によるものなど多くの格付
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けを見る事ができる。  
 こうした格付けにおいて各企業はそれぞれ
の格付け機関の持つ基準によるスクリーニン
グを受ける事になる。このスクリーニングは
環境配慮型商品の対象としてふさわしいかと
いう事を調べる際にも行われており、まさに
企業のもつ環境における力を示す結果となる。
スクリーニングの項目はそれを行う者によっ
て異なる。したがって一概にどの企業が一番
優れているとは言えない。基準が異なれば当
然ながら結果が異なるからである。また業種
によってとるべき対応が異なり、業種を超え
て一番優良な企業を選ぶ事は容易ではないし、
それがどれほどの意味を持つのかは疑問であ
る。大切だと考えるのは各業種のトップクラ
スに位置する事を評価することではないだろ
うか。確かに業種を関係なく環境に対して負
荷をかけない企業だけを選ぶのも一つであり、
それを中心に行うスクリーニングも有効であ
る。しかしながら業種によっては必然的に環
境負荷をかけるもの、例えば産業廃棄物処理
業など、も存在し、そうした企業をすべて切
り捨てることになる。このような業種を切り
捨てることがベストであろうか。それよりは
各業種によってより優良な企業を選択してい
くほうが結果として社会を改善しやすくなる
のではないかと考える。各業種で優れた状態
を保つ事は容易ではない。急速な変化はいろ
いろな業種で見られ、先進的な取り組みがす
ぐに当たり前の取り組みになってしまうこと



 72 

は多いに考えられるのである。トップクラス
にある企業を評価する事でこうした流れはさ
らに助長されるであろう。  
                            
i  世界経済人協議会［１５］  １１７ページ  
i i  同上［１５］  １４７ページ  
i i i  財団法人トラスト［２２］  ６８ページ  
i v  世界経済人協議会［１５］ １５０ページ  
v  財団法人トラスト［２２］  ２２９～２３  
 １ページ  
v i  世界経済人協議会［２２］ １６０ページ  
v i i  井熊［３］  １４２ページ  
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第６章第６章第６章第６章     企業と環境企業と環境企業と環境企業と環境     
  
 これまで環境問題を中心に企業を取り巻く
状況について述べてきた。この章では最後と
して企業を取り巻く状況をまとめ、企業が環
境に取り組む理由をより明確にする。  
 「持続可能な発展」において企業は重要な
プレーヤーであり、その力なしに実現はあり
えないということは企業の社会への影響力を
考えれば納得がいくであろう。またこのこと
は経済学の立場からもいうことができた。か
つてのそれほど大きくない経済においては環
境を経営に取り込まない事で生じる問題は小
さなものであり、軽視されてきた。ところが
拡大にした経済においては非常に大きな問題
であって企業の持つ影響力は軽視できないも
のであった。公共を扱う政府にとっても環境
問題は重要であり、その解決に向けて企業を
どのように導けるかが重要な課題であった。  
 しかしこの段階でいえる事は今環境に取り
組む事が将来的な利益として企業にとっても
充分に見かえりのある行動であるということ
であった。将来的に経済発展が不可能になる
状況を避けるという利益が企業行動を引き起
こすインセンティブであった。つまり今の時
点で環境対策で多少のコストをかけてもそれ
は将来的な社会の存続という利益を得るため
の投資であるという立場が強かった。  
確かに企業も市民の一員であるという見解に
たてばこのような理論によって企業が環境問



 74 

題に取り組むことが正当化される。しかしこ
のような倫理の域を出ない理由では多くの企
業を動かす事はできない。  
 そこで必要なのが市場社会という考え方で
あった。市場は社会の影響を行け、社会は市
場の影響を受けている。この相互関係にある
市場社会において企業と環境とがどのような
関係にあるかを明確にする必要があった。市
場を形成する要素の中で企業と環境との関係
を考える際に用いたのが一つは環境行政であ
り、加えて国際社会の動向や金融市場という
ことについて見てきた。それぞれにおいてさ
まざまな関係が見られるが、それらの分野に
おいて重要なのが企業にとって環境への取り
組みが企業の持つ市場での競争力を決定する
一因となり、また時として新たなビジネスチ
ャンスをもたらすということであった。これ
はそれまでの倫理的な理由で環境への取り組
みの必要性を主張するものとは大きく異なり、
企業にとってまさにこれからの時代に生き残
っていくために必要な最も重要な要素の一つ
であるということである。行政によってもあ
るいは金融市場によっても企業が環境に取り
組むべき状況が確実に作り上げられてきてい
るのである。もし企業がこのような流れを無
視したり軽視した場合には経営を悪化させる
か、倒産も充分に考えられる状況にある。  
 繰り返しになるが、環境を軸として企業を
取り巻く枠組みは確実に形成され、その影響
力を強めているということを経営者はしっか
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りと認識しておかなければならない。これは
かつてのように倫理的な問題ではない。今ま
さに取り組まなければならない目の前にある
問題なのである。将来的な事ではなく、明日
にでも企業に不利益を及ぼす可能性の高いリ
スクであり、また同じに利益をもたらすチャ
ンスであるという事を最後にもう一度強調し
ておきたい。  
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９８。  
［２２］財団法人トラスト６０「環境と金融」
財団法人トラスト６  
   ０、１９９５。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 79 

ＵＲＬ一覧   
 
［w１］アメリカ環境保護局  
        http: / /evn.go. jp 
［w２］グリーン購入ネットワーク  
        http: / /eco .goo.ne. jp/gpn  
［w３］グローバル・コンパクト  
        http: / /www.unglobalcompact .org 
［w４］経団連  
    http: / /www.keidanren.or. jp 
［w５］経済産業省  
        http: / /www.meti .go . jp



 73 

 


